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二白（蜜』 二百）の牲冒邸府地球温賎 ﾀl「

(宛先）京都爪
■Ｄ 
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知事

住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

大阪市北区中之島3丁目6番16号

－－＝~－－軍筬而隼一一77丁三７百１
氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名。記名押印又はP￣

関西電力株式会社取締役社長八木誠

電話0６ ￣ 6441 8８２１ 

京都‘ 守士腰t温暖化対策条, '第45条第１エ頁（第45条第２項）の夫蒜

該当する事業者要件

事業の概要

ﾖ社発電施設の有無

地球温暖化対策
の基本方針

地球温暖化対策
の推進体制

電気の供給に伴う
温室効果ガスの
排出の状況

漣電気事業法第２条第１項第２号に規定する一般電気事業者

猿電気事業法第２条第１項第８号に規定する特定規模電気事業者
関西エリア（大阪府、京都府、兵庫県（一部除く）、奈良県、滋賀県、和歌山県ならびに三重
県、岐阜県および福井県の各一部）における電力供給。

憾有 鷹無

持続可能な低炭素社会実現に向けた総合戦略「関西ｅ－エコ戦略」をはじめとした取組みの推
進により「低炭素社会のメインプレーヤー」となるべく挑戦する。
◆関西ｅ－エコ戦略
･電気の低炭素化の加速
･お客さまと社会の省エネ・省コスト・省ＣＯ２への貢献
･関電のスマートグリッドの構築

◆海外での取組み

◆先進的な技術開発

ＣＳＲ推進会議･環境部会（主査：常務取締役）を設置し、全社の環境管理に関する具体的行
動計画の策定、チェックアンドレビュー等を行っています。また、環境室長は環境管理総括責
任者として全社の環境管理活動を総括管理し、関係各所の長は環境管理責任者として所管業務
の環境管理活動を推進しています。

左 一一一 存
アこ 温室効果ガスの！非出量（
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トン） 把握率（パーセント）
一ｈｌ z成２２主三k覧（実績） 42,499 100 

うの減の標伴ス削め目辮矧凱たびの効のる及気室出図置電温排を措

左
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－ 

－￣ 度 温室効果ガスの！非出係数（キログラム／キロワッ卜 痔）

平成２２年度（実績） ０．２８１ 

平成２３年度（目標） 0.282程度（平成20～24年，菱の5ヵ年平均）

平成32年度（目標） 亟力,氏減

長期 韮|目標（－年度） 亟力‘氏減
(目標に係る措置の考え方）

◆当社電力のＣＯ２排出係数は業界トップレベルの水準を達成していますが、さらなる電気の低炭素化をめざし、
｢0.282kg－ＣＯ２/kWh程度（平成20～24年度の5カ年平均)」まで低減させるという目標を掲げて取組みを推進していま
す。

◆長期的目標については、平成25年度以降も引き続きＣＯ２排出係数を極力低いレベルに保つよう努めます。
◆当社ＣＯ２排出係数の実績は暫定値であり、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき別途国から公表される
予定です。なお、排出量、排出係数については京都メカニズムクレジットによるオフセット分を考慮しています。

再生可能エネルギー

の供給の量の割合を
拡大を図るための措
置及び目標

再生可能エネルギーによる発電量の割合の拡大に系る？ 皆置及び目標
左 － 

－ 
存
ブニ 百と三可iｉ:エネルギー発電量 再４ 」■】 三可 ＮＩ 弓エアミルギーミ專入率

平成２２年度（実績） １３，２１６×１０ 
３ 

(千キロワット|Ｎｉ） 8.3（パーセント）

平成２３年度（目標） １２，５０８×１０ 
３ 

(千キロワット1MF） 8.0（パーセント）

平成３２主
■■■ 

二 糞（目標） 極力活用（千ｷﾛﾜｯﾄ'聯） （パーセント）

長期
〃〃

虹 目榎ミ（－年度） 極力活用 (千キロワットIMP） (パーセント）

(目標に係る措置の考え方）

◆自社発電所において再生可能エネルギーを利用して発電した電気の供給量を記載しました。
◆長期的目標については、経済性等を勘案しつつ、極力再生可能エネルギーを活用するように努めます。

再上三可 ムロロヨエネルギーによる環境‘ 』』Ｏｕｒ iｉ 亘の量の害Ｉ合の拡大に係る１昔置及び目１西可：
年 閨幸のｐ』 再生可能エネルギー環境価値量 再生可官:エネルギー禾［用率

平成２２年度（実績） １６，０２１×１０ 
３ 

(千キロワット時） １０．０ （パーセント）

平成２３年度（目標） １５，１６８×１０ 
３ 

(千キロワット時） 9.7（パーセント）

平 戎３２年度（目標） 極力活用（千零回ﾜｯﾄ''朧） （パーセント）

長期 約目標（－年度） 極力活用（千ｷﾛﾜｯﾄ'聯） (パーセント）

(目標に係る措置の考え方）
◆自社発電において再生可能エネルギーを利用して発電した電気の供給量、および自社以外の発電所において再生可能
エネルギーを利用して発電された電気の購入量を記載しました。
◆新エネルギー等電気相当量の購入量については、ＲＰＳ法の基準利用量の確保状況の推定につながり、今後の新エネ
ルギー等電気相当量の取引に影響するおそれがあるため、計上していません。
◆長期的目標については、経済性等を勘案しつつ、極力再生可能エネルギーを活用するように努めます。
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特記事項

連絡先

鍵
住所

電話番号

ファクシミリ番号


